　
連携に関する協定書（案）

●●法人○○（以下「甲」という。）と家庭的保育事業者　○○　○○（以下「乙」という。）は、甲が運営する▽▽園及び乙が運営する事業との間における連携施設の設定について、次のとおり協定書を締結するものとする。

（目的）

第１条　この協定書は、甲と乙がそれぞれ運営する第２条で示す施設間において家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成26年４月30日厚生労働省令第61号）第６条における連携内容について定めることを目的とする。
（対象となる施設及び事業の概要）

第２条　対象となる施設及び事業は以下のとおりとする。
甲の運営する施設（以下「甲施設」という。）

１．名称　　▽▽園
２．所在地　　仙台市●●区～～～～～～～～～～

３．施設類型　　保育所

乙の運営する事業（以下「乙事業」という。）

１．名称　　■■園
２．所在地　　仙台市●●区～～～～～～～～～～
３．事業類型　　家庭的保育事業

（卒園後の受け入れ）

第３条　甲施設は、乙事業の卒園児が就学前まで利用できる２号認定の枠を●名以上確保する。

２　甲施設は、毎年●月末までに前項で定めた人数もしくはそれ以上の入所可能人数を乙事業へ報告する。

３　乙事業は、毎年●月末までに甲施設への入園を希望する者の数を調査し、報告する。

４　甲施設は、前項の報告により翌年度４月から受け入れする児童の数を確定し、その後の受入数の変更は、原則として行わないものとする。ただし、乙事業から報告を受けた以上に、甲施設が受け入れ可能と判断した場合は、この限りではない。

（効力の期間）
　自動継続の場合

第４条　この協定書の効力は、令和○年○月○日より令和○年3月31日までとする。

ただし、期間満了日の○ヶ月前までに、甲、乙いずれからも異議申し立てがない場合は、更に令和○年4月1日より○年間延長継続するものとし、以後この例による。

※年度途中で協定を締結する場合
この協定書の効力は、令和○年4月1日より1年間とする。ただし、期間満了日

　の○ヶ月前までに甲、乙いずれからも異議申し立てのない場合は、この協定書は更に1年間延長継続するものとし、以後この例による。
※4月1日で協定を締結する場合

　自動継続でない場合

この協定書の効力は、令和○年○月○日より令和○年3月31日とし、継続する場合は令和○年○月末までに誠意をもって協議すること。

　※○年で切れる場合

（信義誠実の原則）

第５条　甲と乙は、この協定書の履行に際しては、信義誠実の原則に基づいて履行するものとする。ただし、この協定書の項目を履行しないために相手方に損害を与えたときは、その損害に相当する金員を損害賠償として相手方に支払わなければならない。

（疑義の決定）

第６条　この協定書に疑義が生じたとき、又はこの協定書に定めのない事項については、甲乙協議のうえ定めるものとする。

この協定書を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日
甲　仙台市●●区～～～～～～～～～～
●●法人○○
理事長　○○　○○　印

乙　仙台市●●区～～～～～～～～～～
家庭的保育事業
　○○　○○　印
「●名以上」や「●名」を確保する旨を記載します。「●名以内」ですと，必ず進級できない等想定される量が判断できないこととなります。


認定こども園と連携する場合は，認定の記載をしてください。


保育所・幼稚園の場合は不要です。





次年度募集や申込を考慮し，「9月末」を目途に設定してください。





施設を運営する法人等の代表者の印が必要になります。


施設長の印や園長の印などではないのでご注意ください。








